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「テ クノロジーの未来 一日本 と ドイツの将来展望 の比較」会議
当研究所 とフラウンホーフ ァー ・システ ム ・技術革新研究所(FhG/ISD及び ドイツのベル リン 日
独セ ンターの共催 によ り、 ドイツ連邦研究技術 者の協 賛を得て1994年4月25日(月)～27
日(水)に かけて 、ベ ル リン日独 セ ンター にお いてrテ クノロ ジーの未来 一日本 と ドイツの将 来展
望の比較」会議 を開催 した 。
本会議 では当研究所 とISIの 共同プ ロジ ェク トによ り日独で実施 した技術予測調査 の比較 分析
結果 に基づいて 、両国の科学 技術 の長期的 な展望 、科学技術 と社会 との関わ り等 にっ いての共 通点
と相違点 について発表 ・討議 が行 われた。
当研究 所か らは 、坂 内所 長 、桑 原総括上席研究官 、阿南特別 研究 員および専門家 として 、軽部東
大教授(日 独技術 予測 調査 委員会主査)ら8名 、 ドイツ側か らはGRIES連邦研究技 術者局 長 、MEYER
-KRAHMERISI所長をは じめ とす る関係者 、また 、ベル リン総領 事館 野村大使 、日本大使館奈 良書記
官 、大学 、企業 関係者等約60名 が参加 した 。
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各セ ッシ ョンのテーマ及び報 告者
第1セ ッシ ョン:テ クノロジー政策 にお ける予 測 の重要性
基調報告者 坂 内富士 男(科 学技術政策研究所長)、HariolfGRUPP(ISI部長)
第2セ ッシ ョン1美 しい環境 を得る見込み
基調報告者HerwigHULPKE(バイエル)、 濱田隆士(放 送大学教授)
第3セ ッシ ョン:企 業 戦略のための技術予測の意義
基調報 告者HorstKONIG(BASFグ ループ研究企画 リーダー)、 上 田繁(シ ャープ通信技術
研究 所部長)
第4セ ッシ ョン:ラ イ フサ イエ ンス と保健組織 の将来
基調報 告者 軽部 征夫(東 京大学教授)、DetlevGANTEN(マックス ・デルブ リュックセ ンター
財団会長)
第5セ ッシ ョン:マ イ クロエ レク トロニ クスと情報化社会
基調報 告者 田中穂積(東 京工業大学教授)、PeterBLEY(カールスルーエ核研究セ ンター)
第6セ ッシ ョン:材 料 ・プ ロセ ス分野の技術予測の 日独比較
基調報 告者JoachimLUTHER(フラウンホー フ ァー太陽エ ネルギーシステム研究所長)、
前 田弘(金 属材料技術研究所総合研究官)
第7セ ッシ ョン:パ ネルデ ィスカ ッシ ョン 「科学技術 予測の利 用価値お よび文化的相違」
本会議 では様 々な視点か らの討議が行われたが 、主 要な点 は次の通 りで ある。
① 日独 の技術 予測結果 は、重要度 、実現 予測時期等 について全体 として良 く一致 している 。全課
題 では 、日本 の専門家 は ドイツの専門家よ りも重要度 をやや高 く評価 しているが 、 ドイツの技 術予
測調査で用 いた課題が 、 日本の科学技術及 び社会 ・経 済を前提 に作成 され た課題である ことを考え
る と両国 の差 はそれほ ど大 き くない(指 数:B本65、 ドイツ59。 重要度指数は 、回答者全 員が
重要度 「大」 と した場合 に100、 全員が不要 と した場合 に0と なる。)。 また 、分野 別の重 要度
評価 では、両国 とも 「環境」 、 「ライフサ イエ ンス」 、 「保健 ・医療」の 分野を最重要 と考 えてお
り、快適 な環境 のもとで安心 して暮 らせる社会 に重点 を置いて いる といえる。
実現予測時期 につい ては全体の約1/4の 課 題で両 国の差が1年 未満 、約2/3の 課題 で3年 未
満 とな ってお り、 日独で概ね一致 している 。
このよ うな点か ら、両国の専門家 による評 価が全般 的に一致 した ことは 、今 日の科学技術が 国際
性 を持つ ことを示 してお り、参加者か らは 日独 のみな らず世界 の科学技術 、産業界 に対す る貴重 な
情報 として有益であ る との指摘が なされた 。
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図1.分 野別重要度 の 日独比較
②全体としては一致したものの個別の分野、課題については両国で明確な相違のあるものも認め
られた。例えば、 「家庭、病院での介護ロボットの実用化」、 「脳の人間の意志決定機構の化学的、
物理的な面からの解明」などの課題にっいては、日本の専門家に比べ ドイツの専門家は重要度を低
く評価し、課題を実現する上で文化的な要因が大きな阻害となると指摘している。同様に、遺伝子
治療の問題についてもドイツでは極めて慎重であることが確認された。
これら点にっいて、日本では技術的な可能性があればあらゆる技術開発を試みる傾向があるのに
対して、ドイツの場合には、歴史的、文化的観点から技術的な可能性はあってもあえて手をつけな
い領域があるのではないかとの指摘があった。
ドイツの専門家が日本の専門家に比べ文化的阻害要因を高く指摘した課題例
課題番号
日本
課 題 文化的阻害要因
ドイ ツ 日本
2-81 人間の意思決定機構が脳の化学的 ・物理的側面から解明される。 70 3
2-70 家庭又は病院等においてほとんどの雑用をこなす介護 ロボ ットが実用化 される。
53 16
15-98 健康状態が家庭においてチェックでき、異常の際は在宅のままで適
切な診断が受けられるシステムが実用化 される。
44 2
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③ ドイツの技術予測結果の利用について、企業における応用の検討事例、州政府の研究開発計画
の基礎資料としての検討事例等、いくつかの事例が紹介され、ドイツ国内の関心が高いことが示さ
れた。
④ドイツ側参加者からは、今回は日本の作成した課題をドイツ語に翻訳し利用したが、より有効
なものとするためにはドイツの社会、経済、文化等を反映した課題作りが不可欠との声が強く、次
のステップとして日独が課題作成の段階から協力するミニ ・デルファイ調査の成果に期待する声が
多かった。
なお 、本 会議 に先立 ち、 ドイツ との共同 により次のプロジ ェク トと して準備 を進 めてい る日独 技術
予測調査(ミ ニ ・デル フ ァイ調査)に ついて科学技術 政策研究所 、ISI及 び両国の担当専 門家 に
よる会合 が実施 された 。
ミニ ・デル フ ァイ調査 は両国が課題作成 の段階か ら協力 し、質問項 目の検討 も行 って技術 予測調
査 の国際 的な実施 を 目的 とす るものである 。本調査では 、課題 の絞 り込み を行い 、全課題数100
程 度の小規模 な技術予測調査 を実施す ることと してお り、調査対象 分野お よびサブエ リアは 、
① 材料 ・プ ロセ ス分野(太 陽電池技術 、超 電導材料 の開発 と応用)
②情報 ・エ レク トロニ クス分野(人 工知 能 、ナ ノテ クノロジー)
③ ライフサ イエ ンス分野(が ん研究 、脳機 能研究)
④環境分野(ご み処理技術 、地球温暖化 の研 究 と対 策)
の4分 野 、8サ ブエ リアであ る。
本会合では両国の専 門家が作成 した ミニ ・デ ルフ ァイ調査課懸案 について相互 に意 見交換 ・調整
を行 った 。これ を踏 まえて 、今後 調査課題 の絞 り込み 、質問項 目等 にっいて作業 を進 めてい くこと
となった 。
〆
1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○ 研究 会 等/ResearchMeetings
・来 年2月13B～16日 に か け て 開催 す る 「地 域 科 学 技 術 政策 研究 姫路 国 際 ワー クシ ョ ップ
(RESTPOR'95)」の プ ロ グ ラム企 画 委 員会(委 員長:権 田総 括 主 任 研 究官)第3回 会 合 を5月20日、
当研 究 所 にお い て開 催 した 。"RegionalManagementofScienceandTechnology"とい うメ イ ンテ
ー マ の 下 、プ ロ グ ラ ム の構 成 及 び発 表 者 の 人 選 等 につ い て検 討 を 行 った 。
○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
5/17(火)Prof.B.Lehmann(サンフラ ン シ ス コ大 学教 授)
Mr.T.W.Kan(グロ ーバ ル ・シナ ジー ・アソ シェ イ ツ代 表 取 締 役)
/27(金)Dr.S.Vaardarajan(元イ ン ド科 学 技術 省 次官)
/30(月)Ms.Campbell(ミネ ソ タ大 学 研 究 員)
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近年 の科学 技術 のめざま しい発展 は、豊か さ、利便性 、快 適性 を社会 に もた らしたが 、一方 、
大気汚染 、水質汚濁等在来 の環境問題のほか地球温暖化 、オゾ ン層破壊 、酸性雨等新 たな弊害や
歪 を生 じている 。
この ような中にあ って、環境 と調和 した社会 を築いてい くため には、国民や企業等 社会の一員
それぞ れが、地球 にや さ しい科学技術の活用 を図るなど地球環境保全 、生態系 ・資源保護等 に配
慮 した行動を とるこ とが不可欠 となっている 。
本調査研究 は 、このような認識 に立 って 、企業の地球環境問題への取 り組みの促進 に資する こ
とを 目的 として 、企業 にお ける地球環境 問題 への取 り組みの実態 、課題 を明 らか にす る とともに、
企業 自らが取 り組み の総合評価 を行 うための評価表 を作成 した。
その概要 を紹介す る。
1調 査研究の手法
次の アンケ一己ト調 査及び ヒヤ リング調査 の結果 を基 に、調 査研究を実 施 した。
イ.アンケー ト調 査
対象 株式一 ・二部上場500社(無作為抽 出)回 答数263社
ロ.ヒヤ リング調査
自動車 、家電 メーカー等4社
III調査研究の結果
1.地 球環 境問題 における企業 の取 り組み の実態及び課題
(1)地球環 境問題 に対す る取 り組みの動機 として 、ほぼ全 企業が 「社会的責任」を挙げて いる。
これは 、企業活動 にお いて 、社会 との整合性 を基本 とし、地球環境保全 に配慮す ることが不
可欠である と認識 され てきていることを反映 した もの と推察 され る。(図 一1参 照)
(2)企業の取り組み内容は、省エネルギー、省資源等投資対効果の高いものや法規制への対応
に関するものが中心で、安全性確保や生態系の維持の観点からの取り組みは比較的弱い。
(図一2参照)
(3)地球環境問題へ取 り組む際の問題 として 、お おむね9割 の企業が 、新たな設備 投資や生産
効率低下 に伴 う高 コス ト化 を挙げ、 また過半数 の企業が 、市場ニーズ との ミスマ ッチや技術
イ ンフラの未整備等 を挙げている。(図 一3参 照)
一5
図 一1地 球環 境 問題 への取 り組 み動 機
(凡例)團 社会的責任 翻 社会的規制
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図 一2地 球 環 境 問 題 へ の取 り組 み 内容
(凡例)闘 環境関連 国 資源関連 ロ 安全性関連 翻 生態系維持 圏 その他
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図一3コ ス ト、技術等地球環境問題 への取 り組みの中での問題
(凡例)圏 コスト関連 圏 市場ニーズ 囹 技術課題 麗 その他(複 数回答)
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(4)地球環境 問題へ の取 り組み を推進するための社会条件 の整備 として、企業は 、国 、地方公
共 団体 に対 して公 的資金 、財政支援 を要 望 し、国民に対 してコス ト転嫁の容認 、ライフスタ
イルの見直 し等 を期待 して いる。さらに、産業 界 自らにあ ってはコス ト ・効率第一主義の見
直 しをすべ きと している。
また 、国 、地方公共団体等 に対 しては 、環境教育 の推進 、企業のみでは対応の困難な技術
開発等 に対す る取 り組みの推進 について多 くの期待があ る。
?
?
2.地球環境問題への取り組みについての評価表の作成
(1)評価表の作成
地球環境問題への企業の取り組みを一層促進させるためには、取り組みを客観的に把握、
評価して、企業自ら現状認識することがとりわけ重要である。
本調査研究では、我が国の企業が地球環境に対してどれだけ 「社会との整合性」をもって
対応しているかを判断するための目安を示すとともに、各企業が、取り組みの動機、取り組
みの姿勢及び取り組みの実態の観点から自己診断できる評価表を作成した。
(2)評価表を用いた企業評価の実施
本評価表を用い、アンケート調査回答企業について評価を試みた。その結果を図一4に示
した。
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図 一4評 価点区分別企業数
該当企業数
?0
60
50
4e
30
2e
Io
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
100125茎50茎15200225250215300
総合指標
皿,そ の他/OtherTopics
O人 事 往 来/Staff
6月1日 付 けで 、坂 本 保 第4調 査研 究 グ ル ープ 総括 上 席 研 究 官 が 林 野 庁 に転 出 した 。
○ 海 外 出張
5/14～5/ig権田総 括 主 任 研 究 官
(アメ リカ 、NBIA年 次 総 会 出席)
5/22～5/28権田総 括 主 任 研 究 官 、吉 澤 特 別 研究 員
(中国 、APEC)
○ 成 果 物 の 発 行 案 内
●NISTEPREPORTNo.330utlookforJapaneseandGermanFutureTechnology
-ComparingJapaneseandGerman
TechnologyForecastSurveys－
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
〒IOO東京 都 千 代 田 区 永 田 町H1-39電 話03(3581)2391
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